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都道府県労働局等における専門官職の所掌事務等に関する準則の改正について

標記について､平成13年 1月6日付け地発第9号､基発第3-2号､職発第11号､雇児発

第4号により通知した ｢都道府県労働局等における専門官職の所掌事務等に関する準則｣

を別添 1のとおり改正し､平成19年4月1日から適用することとするので参考とされたい｡

なお､改正部分は別添2のとおりである｡



(別添1)

平成13年 1月6日

平成13年4月1日一部改正

平成13年10月1日一部改正

平成14年4月1日一部改正

平成15年4月1日一部改正

平成16年4月 1日一部改正

平成17年4月1日一部改正

平成18年4月 1日一部改正

平成19年4月1日一部改正

都道府県労働局等における専門官職の所掌事務等に関する準則

第 1章 総務関係

(人事計画官)

第1条 人事管理に関する事務の円滑かつ適正な実施を図るため､都道府県労働局 (以

下 ｢局｣という｡)■に人事計画官 (以下この条において ｢計画官｣ という｡)を置く｡

2 計画官は＼一般職の職員の給与に関する法律 (昭和25年法律第95号)第6条第1項

第 1号イに規定する行政職俸給表 (-)による職務の級 (以下 ｢職務の級｣という.)

が5級以上であるもののうちから厚生労働大臣 (以下 ｢大臣｣という｡)が任命する｡

3 計画官は､上司の命を受けて､局並びに管内の労働基準監督署 (以下 ｢署｣という｡

)及び公共職業安定所 (以下 ｢所｣という｡)の職員の人事管理に関する重要事項につ

いての企画､立案及び調整に関する事務を行う｡

4 この条に定めるもののほか､計画官に関し必要な事項は､厚生労働省大臣官房地方

課長 (以下 ｢地方課長｣ という｡)が定める｡

(情報管理専門官)

第2条 情報公開及び個人情報の保護に関する事務の円滑かつ適正な実施を図るため､

局に情報管理専門官 (以下この条において ｢専門官｣という｡)を置く｡



2 専門官は､職務の級が4級以上であるもののうちから都道府県労働局長 (以下 ｢局

長｣という｡)が任命する｡

3 専門官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)行政機関の保有する情報の公開に関する法律 (平成11年法律第42号)第4条に規

定する事務のうち相談､指導及び助言その他必要な事務で専門的事項に関すること｡

(2)行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 (平成15年法律第58号)第13条､

第27条及び第36条に規定する事務のうち相談､指導及び助言その他必要な事務で専

門的事項に関すること｡

4 この条に定めるもののほか､専門官に関し必要な事項は､地方課長が定める｡

(労働紛争調整官)

第3条 個別労働関係紛争の解決の促進に関する業務の円滑かつ適正な実施を図るため､

局に労働紛争調整官 (以下この条において ｢調整官｣という｡)を置く｡

2 調整官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 調整官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)個別労働関係紛争の解決の促進に関する法律 (平成13年法律第112号｡以下 ｢個別

労働関係紛争解決促進法｣ という｡)第3条に規定する情報提供､相談その他の援助

に関すること｡

(2)個別労働関係紛争解決促進法第4条第1項に規定する助言又は指導に関すること

(3)個別労働関係紛争解決促進法第4条第2項の規定による意見の聴取に関すること

(4)個別労働関係紛争解決促進法第5条第1項に規定するあっせんに関すること｡

(5)個別労働関係紛争の解決を促進するための施策についての関係行政機関及び関係

団体との連絡調整に関すること｡

(6)前各号に掲げるもののほか､個別労働関係紛争の解決の促進に関すること｡

4 この条に定めるもののほか､調整官に関し必要な事項は､地方課長が定める｡

第2章 労働保険徴収関係

(労働保険適用指導官)

第4条 中小企業に関する労働保険 (労働者災害補償保険 (以下 ｢労災保険｣ という｡)

及び雇用保険をいう｡以下同じ｡)の適用を適正かつ円滑に行うとともにその促進を図



るため､局並びに署及び所に労働保険適用指導官 (以下この条において ｢指導官｣と

いう｡)を置く｡

2 指導官は､局に勤務する職員であって､職務の級が3級以上であるもの及び署又は

所に勤務する職員であって､職務の級が2級以上であるもののうちから､局長が任命

する｡

3 指導官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務のうち､上司が定めるものを

行う｡

(1)労働保険の適用事業の事業主であって保険関係成立届の提出を怠っている考に対

する指導を行うこと｡

(2)前号の事業主の事業に対する職権による保険関係成立手続及び労働保険料の認定

決定を行うこと｡

(3)労働保険事務組合の設立の指導及び育成を行うこと｡

(4)労働保険に関する中小企業の事業主の事務処理の指導を行うこと｡

(5)前四号に掲げるもののほか､労働保険の適用に関し､中小企業の事業主の指導を

行うこと｡

(6)労働保険料算定基礎調査に関する事項について連絡調整その他の事務を行うこと｡

4 この条に定めるもののほか､指導官に関し必要な事項は､地方課長及び厚生労働省

労働基準局長 (以下 ｢労働基準局長｣という｡)が定める｡

(徴収専門官)

第5条 労働保険の保険料その他の徴収金の徴収に関する事務の円滑かつ適正な運営を

図るため､局に特別徴収専門官及び地方徴収専門官を置く｡

2 特別徴収専門官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､地方徴収専門官は､

職務の級が2級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 特別徴収専門官は､上司の命を受けて､労働保険の保険料その他の徴収金の徴収に

関する事務のうち､特に徴収が困難な事業主に係るものの､滞納処分の処理等専門的

及び技術的な事項に係るものを行う｡

4 地方徴収専門官は､上司の命を受けて､労働保険の保険料その他の徴収金の徴収に

関する事務であって､滞納処分の処理等専門的及び技術的な事項に係るものを行う｡

5 この条に定めるもののほか､特別徴収専門官及び地方徴収専門官に関し必要な事項

は､地方課長及び労働基準局長が定める｡



第3章 労働基準関係

(地方労働基準監察監督官)

第6条 監督業務その他の事務の円滑かつ適正な実施を図るため､局に地方労働基準監

察監督官 (以下この条において ｢監察監督官｣ という｡)を置く｡

2 監察監督官は､職務の級が4級以上の労働基準監督官のうちから､局長 (職務の級

が6級の者については大臣)が任命する｡

3 監察監督官は､担当地域内の署における監督業務その他の事務の実施についての監

察､監督水準の調整及び署相互間の協力の促進等に係る事務を行う0

4 この条に定めるもののほか､監察監督官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基

準局長が定める｡

(特別司法監督官)

第7条 労働基準法 (昭和22年法律第49号｡以下 ｢基準法｣ という｡)等の規定に基づき

労働基準監督官が行う捜査のうち特に重要なものの円滑かつ迅速な実施を図るため､

局に特別司法監督官 (以下この条において ｢監督官｣ という｡)を置く｡

2 監督官は､職務の級が4級以上である労働基準監督官のうちから､局長 (職務の級

が6級の者については大臣)が任命する｡

3 監督官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1) 捜査に特別の-知識と経験を必要とする事件に係る捜査に関すること.

(2) 社会的に影響が大きい事件その他重要な事件に係る捜査に関すること0

(3) 前2号の事件に関連する情報の収集等に関すること｡

4 監督官は､地方検察庁等関係機関と緊密に連絡して､前項の事務を行うものとする｡

5 この条に定めるもののほか､監督官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(専門監督官)

第8条 労働条件の確保及び改善並びに労働災害の防止に関する監督業務の効果的な運

営を図るため､局に専門監督官 (以下この条において ｢監督官｣という｡)を置く｡

2 監督官は､職務の級が3級以上の労働基準監督官のうちから､局長が任命する｡

3 監督官は､上司の命を受けて､次の事務を行う｡



(1)労働条件の確保及び改善並びに労働災害の防止に関する事項であって､特に専門

的な知識及び経験を必要とするものに係る監督に関すること｡

(2)労働条件の確保及び改善並びに労働災害の防止に関する事項であって､特に専門

的な知識及び経験を必要とするものに係る監督についての署の労働基準監督官に対

する指導に関すること｡

4 この条に定めるもののほか､監督官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(労働時間設定改善指導官)

第9条 労働時間等の設定の改善を促進するための施策の円滑な推進を図るため､局に

労働時間設定改善指導官 (以下この条において ｢指導官｣という｡)を置く｡

2 指導官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 指導官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)労働時間等の設定の改善を促進するための施策についての関係行政機関及び関係

団体との連絡調整に関すること｡

(2)労働時間等の設定の改善についての関係団体に対する啓発､指導及び援助並びに

広報に関すること｡

(3)労働時間等の設定の改善に関する事務についての署の関係職員に対する指導に関

すること｡

(4)署相互間における労働時間等の設定の改善に関する事務についての調整に関する

こと｡

4 この条に定めるもののほか､指導官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(放射線管理専門官)

第10条 放射線業務に従事する労働者の放射線障害の防止に関する事務の円滑かつ適正

な処理を図るため､署に放射線管理専門官 (以下この条において ｢専門官｣という｡)

を置く｡

2 専門官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 専門官は､上司の命を受けて､原子力発電所において放射線業務に従事する労働者

の放射線障害の防止のため､事業者が行う琴射線管理に関する指導その他の事務で専

門的及び技術的な事項に係るものを行う｡



4 この条に定めるもののほか､専門官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(地方賃金指導官)

第11条 最低賃金法 (昭和34年法律第137号)の施行及び賃金､給料その他の給与に関す

る行政の円滑適正な運営を図るため､局に地方貸金指導官 (以下この条において ｢指

導官｣という｡)を置く｡

2 指導官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長 (職務の級が6級の者

については大臣)が任命する｡

3 指導官は､上司の命を受けて､次の職務を行う｡

(1)賃金に関する専門的事務についての署の関係職員に対する指導に関すること｡

(2)署相互間における賃金に関する専門的事務についての調整に関すること｡

(3)賃金に関する専門的事務についての労働者､使用者その他の関係者に対する指導

及び援助に関すること｡

4 この条に定めるもののほか､指導官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(労災管理調整官)

第12条 労働者災害補償 (以下 ｢労災補償｣ という｡)及び労災保険に係る業務の円滑か

つ適正な実施を図るため､局に労災管理調整官 (以下この条において ｢調整官｣とい

う｡)を置く｡

2 調整官は､職務の級が4級以上であるもののうちから､局長 (職務の級が6級の者

については大臣)が任命する｡

3 調整官は､｣二司の命を受けて､局の労働基準部労災補償課の所掌事務のうち重要事

項に係るものの調整を行う｡

4 この条に定めるもののほか､調整官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(地方労災補償監察官)

第13条 労災補償に関する事務の円滑かつ適正な実施を図るため､局に地方労災補償監

察官 (以下この条において ｢監察官｣ という｡)を置く｡

2 監察官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長 (職務の級が6級の者

については大臣)が任命する｡



3 監察官は､当該局の管轄区域内の署における労災補償等に関する事務 (労災年金監

察官を設置する局にあっては､労働者災害補償保険法 (昭和22年法律第50号｡以下 ｢

労災保険法｣ という｡)の規定による年金たる保険給付 (以下 ｢年金給付｣ という｡)

に関する事務を除く｡)を監察するとともに､関係職員の事務の指導を行う｡

4 この条に定めるもののほか､監察官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(地方労災医療監察官)

第14条 労災保険法の規定による療養補償給付等で長期にわたって療養を継続している

者に係るものに関する業務の円滑かつ適正な実施を図るため､局に地方労災医療監察

官 (以下この条において ｢監察官｣ という｡)を置く｡

2 監察官はJ職務の級が4級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 監察官は､上司の命を受けて､労働者災害補償保険法施行規則 (昭和30年労働省令

第22号｡以下 ｢労災則 ｣ という｡)第12条第1項に規定する指定病院等 (以下 ｢指定病

院等｣という｡)に対する長期にわたって療養を継続している者に係る療養の給付の適

正な実施に関する指導その他これらの者に係る療養補償給付等を適正に行うために必

要な事務で専門的知識を必要とするものを行う｡

4 この条に定めるもののほか､監察官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(労災年金監察官)

第15条 年金給付に関する事務の適正な処理を確保するため､局に労災年金監察官 (以

下この条において ｢監察官｣という｡)を置く｡

2 監察官は､職務の級が4級以上であるもののうちから､局長が任命する0

3 監察官は､局の管轄区域内の署における年金給付に関する事務を監察するとともに､

関係職員の事務の指導を行う｡

4 この条に定めるもののほか､監察官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(地方労災補償訟務官)

第16条 労災補償及び労災保険法に係る争訟に関する事務の円滑な処理を図るため､局

に地方労災補償訟務官 (以下この条において ｢訟務官｣という｡)を置く｡

2 訟務官は､職務の級が4級以上であるもののうちから､局長が任命する｡



3 訟務官は､上司の命を受けて､当該局の労災補償及び労災保険に係る争訟に関する

事務を行う｡

4 訟務官は､関係機関等と緊密に連絡して､前項の事務を行うものとする｡

5 この条に定めるもののほか､訟務官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(地方社会復帰指導官)

第17条 労災保険の適用事業に係る労働者であって､業務災害又は通勤災害を被ったも

の (以下 ｢被災労働者｣ という｡)の社会復帰に関する指導に係る事務の円滑かつ適正

な実施を図るため､局に地方社会復帰指導官 (以下この条において ｢指導官｣という｡

)を置く｡

2 指導官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 指導官は､上司の命を受けて､傷病の実態の把握､労働能力の評価等被災労働者の

社会復帰に関する情報､資料等の収集､被災労働者及び関係事業主に対する社会復帰

のための指導その他被災労働者の社会復帰の促進に必要な事務を行う｡

4 指導官は､必要に応じ､医療機関､所､公共職業訓練施設その他の関係機関等と緊

密に連絡して､前項の事務を行うものとする｡

5 この条に定めるもののほか､指導官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(地方職業病認定調査官)

第18条 職業性疾病に関する補償業務の処理の迅速適正化を図るため､局に地方職業病

認定調査官 (以下この条において ｢調査官｣という｡)を置く.

2 調査官は､職務の級が3級以上のもののうちから､局長が任命する｡

3 調査官は､上司の命を受けて､職業性疾病に係る認定その他補償に関する事務で専

門的知識を必要とする事項についての調査その他の事務を行う｡

4 この条に定めるもののほか､調査官に関して必要な事項は､地方課長及び労働基準

局長が定める｡

(労災保険給付調査官)

第19条 労災保険法の規定による保険給付の適正化等を図るため､局及び署に労災保険

給付調査官 (以下この条において ｢調査官｣という｡)を置く｡

2 調査官は､職務の級が2級以上であるもののうちから､局長が任命する｡



3 調査官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務 (署に置かれる調査官にあっ

ては､(2)の事務を除く)を行う｡

(1)労災保険法の規定による保険給付及びこれに関連する事項についての調査その他

の事務 ((2)の事務を除く｡)

(2)同法の規定による通勤災害に関する保険給付に係る事務のうち､通勧災害の認定

等についての署の関係職員等に対する指導等専門的知識を必要とするもの｡

4 この条に定めるもののほか､調査官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(労災保険給付専門官)

第20条 労災保険法の規定による療養補償給付､療養給付及び二次健康診断等給付に係

る医療 (以下 ｢労災医療｣という｡)に要する費用の適正かつ迅速な支払を図るため､

局に労災保険給付専門官 (以下この条において ｢専門官｣という｡)を置く｡

2 専門官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 専門官は､上司の命を受けて､指定病院等及び労災則第18条の19第1項に規定する

健診給付病院等 (以下 ｢健診給付病院等｣ という｡)から提出された労災医療に要する

費用に係る請求書の審査､指定病院等及び健診給付病院等に対する検査及び指導その

他労災医療に要する費用の支払に関する事務で専門的事項に係るものを行う｡

4 この条に定めるもののほか､専門官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(費用徴収専門官)

第21条 労災保険法の規定による費用徴収に係る事務及び第三者行為災害に係る求償問

題の処理のうち高度な困難事案事務の適正かつ円滑な処理を図るため､局に費用徴収

専門官 (以下この条において ｢専門官｣という｡)を置く｡

2 専門官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 専門官は､上司の命を受けて､労災保険法の規定による費用徴収に係る事務及び第

三者行為災害に係る求償問題の処理のうち高度な困難事案に関し専門的知識を必要と

する事務を行う｡

4 この条に定めるもののほか､専門官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(特別加入団体監理官)



第22条 労災保険法の規定による特別加入制度に係る業務の適正かつ円滑な運営を図る

ため､局に特別加入団体監理官 (以下この条において ｢監理官｣という｡)を置く｡

2 監理官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 監理官は､上司の命を受けて､労災保険法第33条第3号又は第5号に掲げる者の団

体 (労災則第46条の18第2号に定める作業に従事する者の団体を除く｡以下 ｢特別加

入団体｣ という｡)に係る同法第35条第1項の承認に関する事務､業務災害の防止に関

する規定の策定に係る特別加入団体 (同規則第46条の18第3号に掲げる作業に従事す

る者の団体を除く｡)に対する指導その他特別加入団体の監理に関する事務で専門的な

事項に係るものを行う｡

4 この条に定めるもののほか､監理官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

(労災認定調査官)

第23条 脳血管疾患及び虚血性心疾患に係る事案その他の複雑困難な事案に関する補償

業務の処理の迅速適正化を図るため､署に労災認定調査官 (以下この条において ｢調

査官｣という｡)を置く｡

2 調査官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 調査官は､上司の命を受けて､脳血管疾患及び虚血性心疾患に係る事案その他の複

雑困難な事案に関する認定のために必要な事項についての調査その他の事務を行う｡

4 この条に定めるもののほか､調査官に関し必要な事項は､地方課長及び労働基準局

長が定める｡

第4章 職業安定関係

(地方職業安定監察官)

第24条 局に地方職業安定監察官 (以下この条において ｢監察官｣ という｡)を置く｡

2 監察官は､職務の級が3級以上のもののうちから､局長 (職務の級が6級の者につ

いては大臣)が任命する｡

3 監察官は､その所属する局の管内の所における職業安定行政の執行状況を､その実

地について監察することに係る事務を行う｡



4 監察官は､失業対策諸事業の事業主体について次の各号に掲げる事項に関し､監査

を行う｡

(1)失業対策諸事業に要する経費の予算､決算及び会計に関すること｡

(2)前号に掲げるもののほか､失業対策諸事業の実施及び運営に関すること｡

5 監察官は､失業対策諸事業を監察するため必要な限度において､当該局の管内の所

における公共事業に関する業務について監察する｡

6 監察官は､失業対策諸事業を監察するため必要な限度において､公共事業の事業主

体又は施行主体において､当該公共事業における失業者の吸収状況に関し､監査を行

う｡

7 監察官は､監察の計画を定め､局長の承認を得たのち監察を行い､監察を終えたと

きにその結果を報告するものとする｡

8 この条に定めるもののほか､監察官に関し､必要な事項は地方課長及び厚生労働省

職業安定局長 (以下 ｢職業安定局長｣ という｡)が定める｡

(地方雇用保険監察官)

第25条 局に地方雇用保険監察官 (以下この条において ｢監察官｣という｡)を置く｡

2 監察官は､職務の級が3級以上のもののうちから､局長 (職務の級が6級の者につ

いては大臣)が任命する｡

3 監察官は､当該局の管内の所における雇用保険等に関する事務について監察する｡

4 監察官は､労働保険の保険関係が成立し､又は成立していた事業について､次の各

号に掲げる事項であって局又は所の所掌に係るものに関し､質問又は検査を行う｡こ

の場合において､必要があると認めるときは､賃金台帳､労働者名簿その他労働保険

に関係がある帳簿書類を閲覧することができる｡

(1)被保険者に関する届出に関すること｡

(2)前号に掲げるもののほか､労働保険に係る､届出､申告､申請､報告及び証明に

関すること｡

(3)事業主に雇用され､又は雇用されていた者に対する失業等給付の支給に関するこ

と｡

(4)労働保険料の納付及びその額の計算に関すること｡

(5)被保険者の負担すべき労働保険料額に相当する額の控除に関すること0

(6)雇用保険印紙の購入及び保管に関すること｡



5 監察官は､労働保険事務組合又は労働保険事務組合であった団体について､前項第

1号から第4号に掲げる事項に関し､質問及び検査を行う｡

6 この条に定めるもののほか､監察官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安定局

長が定める｡

(雇用保険給付調査官)

第26条 雇用保険法 (昭和49年法律第116号)の規定による失業等給付の適正化を図るた

め､所に雇用保険給付調査官 (以下この条において ｢調査官｣という｡)を置く｡

2 調査官は､職務の級が2級以上のもので2年以上所に関する行政に従事し､かつ､

その期間中に雇用保険に関する業務に従事した期間が1年以上であるもののうちから､

局長が任命する｡

3 調査官は､当該公共職業安定所長 (以下 ｢所長｣という｡)の命を受けて､次の各号

に掲げる職務 (雇用継続給付専門官を設置する所にあっては､雇用継続給付専門官が

行う事務を除く｡)を行う｡

(1)詐欺その他不正の行為によって失業等給付を受け､又は受けようとした疑いのあ

る者がある場合において､その者に詐欺その他不正の行為があるかどうかを調査す

ること｡

(2)前号の場合のうち､その詐欺その他不正の行為に関し､その失業等給付が､その

者を雇用し､若しくは雇用していた事業主又は労働保険事務組合の虚偽の届出､報

告又は証明によって支給された疑いがあるときに､その届出､報告又は証明が虚偽

であるかどうかを調査すること｡

4 調査官は､その職務を行う場合において､雇用保険法第79条の規定により､所長の

命を受けて､雇用保険の被保険者又は受給資格者等を雇用し､若しくは雇用していた

事業主の事業所又は労働保険事務組合若しくは労働保険事務組合であった団体の事務

所に立ち入って､被保険者又は受給資格者の雇用関係及び賃金について､関係者に対

して質問し､又は帳簿書類を検査することができる｡

5 この条に定めるもののほか､調査官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安定局

長が定める｡

(地方雇用計画官)

第27条 雇用計画に関する事務の推進を図るため､局に地方雇用計画官 (以下この条に

おいて ｢計画官｣ という｡)を置く｡



2 計画官は､職務の級が､3級以上であるもののうちから､局長 (職務の級が6級の者

については大臣)が任命する｡

3 計画官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事項に関する事務を行う｡

(1)雇用対策基本計画等国の雇用に関する基本的な計画及び方針のうち職業安定局長

の指定するものに対応する当該局の雇用計画の策定｡

(2)前号の局の雇用計画の推進に関する連絡調整｡

(3)当該局の管内の雇用及び失業の状況及び見通しに関する総合的な分析0

(4)事業再構築等が雇用に及ぼす影響に関する情報の分析並びに関係労働者の雇用の

安定を図るための措置についての事業主その他関係者に対する指導及び援助に関す

ること｡

4 この条に定めるもののほか､計画官に関し必要な事項は地方課長及び職業安定局長

が定める｡

(産業雇用情報官)

第28条 産業別の事業活動､雇用の動向等に関する情報 (以下 ｢産業雇用情報｣ という｡

)の収集及び提供に関する事務の円滑かつ適正な運営を図るため､所に産業雇用情報

官 (以下この条において ｢情報官｣ という｡)を置く｡

2 情報官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 情報官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事項に関する事務を行うO

(1)産業雇用情報の収集及び分析

(2)求人者その他の関係者及び職業訓練機関､教育機関その他の関係機関等に対する

産業雇用情報の提供並びに産業雇用情報に係る相談及び職業紹介

(3)求職者に対する産業雇用情報の提供並びにこれに基づく職業指導及び職業紹介

(4)節.3号に掲げる事項に関する企画及び連絡調整

4 この条に定めるもののほか､情報官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安定局

長が定める｡

(職業指導官)

第29条 職業紹介及び職業指導等を行うため､局及び所に職業指導官を置く｡

2 局に置かれる職業指導官は地方職業指導官とする｡

3 地方職業指導官は､職務の級が4級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

4 地方職業指導官は､上司の命を受けて､職業安定法 (昭和22年法律第141号)第2章



に規定する職業指導 (職業適性検査を含む｡以下同じ｡)及び職業分析についての専門

的及び技術的な事項に関する事務 (以下 ｢職業指導等に関する事務｣ という｡)に関す

ることのほか､職業指導等に関する事務について､所の関係職員に対する指導を行う｡

5 所に置かれる職業指導官であって､別に任命するものは､統括職業指導官とする｡

6 統括職業指導官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

7 統括職業指導官は､上司の命を受けて､高度な専門的知識及び技術並びに経験に基

づき､次の事務を行う｡

(1)職業指導に関すること｡

(2)職業安定法第2章に規定する職業紹介に関すること｡

(3)雇用保険法第25条に規定する広域職業紹介活動 (以下 ｢広域職業紹介活動｣ とい

う｡)の対象地域に居住する求職者が他の地域において職業に就くことを促進するた

めの指導､職業紹介等に関すること｡

(4)地域雇用開発促進法 (昭和62年法律第23号)に基づく同意雇用機会増大促進地域

等に居住する求職者に対する職業指導､職業紹介等に関すること0

8 統括職業指導官は､前項に定める事務のほか､上司の命を受けて､その担当する部

門の所掌に係る事務の調整及び当該担当部門以外の部門との調整に関する事務を行う｡

9 所に置かれる職業指導官 (前項の統括職業指導官を除く｡)は､職務の級が2級以上

のもののうちから､局長が任命する｡

10 前項の職業指導官は､上司の命を受けて､専門的知識及び技術に基づき､第7項各

号に掲げる事務を行う｡

11 統括職業指導官のもとに､別に任命する上席職業指導官を若干人置くことができる｡

12 上席職業指導官は､第9項の職業指導官であって､職務の級が3級以上のもののう

ちから､局長が任命する｡

13 上席職業指導官は､第8項に規定する事務に関し､統括職業指導官を補佐するもの

とする｡

14 この条に定めるもののほか､地方職業指導官､統括職業指導官その他の職業指導官

に関し必要な事項は地方課長及び職業安定局長が定める｡

(雇用指導官)

第30条 事業主その他の関係者 (以下この条において ｢事業主等｣という｡)に対する雇

用に関する事項についての指導､援助及び啓発に関する業務の円滑かつ適正な運営を



図るため､所に雇用指導官を置く｡

2 雇用指導官は､職務の級が2級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 雇用指導官であって､別に任命するものは､主任雇用指導官とする｡

4 主任雇用指導官は､職務の級が4級以上の雇用指導官のうちから､局長が任命する｡

5 雇用指導官は､上司の命を受けて､専門的知識及び技術に基づいて､次の各号に掲

げる事務を行う｡

(1)高年齢者等の雇用の安定等に関する法律 (昭和46年法律第68号｡以下 ｢高齢法｣

という｡)第8条の定年を定める場合の年齢に関する事業主等に対する指導に関する

こと｡

(2)高齢法第9条及び第10条の高年齢者雇用確保措置に関する事業主等に対する指導

及び助言に関すること｡

(3)高齢法第15条の再就職援助措置に関する事業主等に対する助言その他の援助に関

すること｡

(4) 高齢法第16条の多数離職の届出に関すること｡

(5)高齢法第17条､第17条の2及び第18条の求職活動支援書に関する事業主等-の指

導及び助言等に関すること｡

(6)高齢法第18条の2の募集及び採用時の理由提示に関すること｡

(7)障害者の雇用の促進等に関する法律 (昭和35年法律第123号)第14条第1項の障害

者雇用率の達成に関する事業主等に対する指導及び援助に関すること｡

(8)前各号の業務に関連して行う高年齢者又は障害者である求職者に対する指導及び

援助に関すること｡

(9)パー トタイム労働者の雇入れ､配置その他雇用に関する事項についての事業主等

に対する指導及び援助に関すること｡

(10)中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の

改善の促進に関する法律 (平成3年法律第57号)第4条の改善事業に関する事項に

ついての同法第5条第1項の認定組合等及びその構成員たる同法第2条第1項の中

小企業者に対する指導及び援助に関すること｡

(ll)事業主等に対する公正な採用選考に係る啓発 ･指導等に関すること｡

(12)前各号に掲げるもののほか､労働者の雇入れ､配置その他雇用に関する事項につ

いての事業主等に対する指導及び援助に関すること｡



(13)事業主等に対する求人開拓その他の雇用開発に関すること｡

(14)港湾労働法 (昭和63年法律第40号)(第2条第5号に規定する港湾労働者派遣事

業に係る規定に限る｡以下同じ｡)に係る申請書､届出書等関係書類の受付､審査

等に関すること｡

(15)港湾労働法に係る事業主その他の関係者に対する指導及び援助に関すること｡

(16)港湾労働者派遣事業に係る派遣労働者に対する港湾労働法の周知､相談､その他

の援助に関すること｡

(17)港湾労働法に係る違法行為の取締りに関すること｡

(18)第13号から前号までに掲げるもののほか､港湾労働法の施行に係る当該所におけ

る事務に関すること｡

(19)地域雇用開発促進法の施行に関し､関係市町村､関係行政機関､関係労使団体等

との連絡調整に関すること｡

(20)地域雇用開発促進助成金の支給に関すること (支給決定業務を除く｡)0

(21)事業所の設置又は整備その他の地域雇用開発に資する措置を講ずる事業主その他

の関係者に対する助言及び指導に関すること｡

(22)前3号に掲げるもののほか､地域雇用開発促進法の施行に係る当該所における事

務に関すること｡

6 主任雇用指導官は､上司の命を受け､高度な専門的知識及び技術に基づいて前項に

定める事務に従事するほか､その担当する部門の所掌に係る事務の調整及び当該担当

する部門以外の部門との調整に関する事務を行う｡

7 この条に定めるもののほか､雇用指導官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安

定局長が定める｡

(高齢者対策担当官)

第31条 高年齢者等の雇用就業対策に関する業務の円滑かつ適正な運営を図るため､局

に高齢者対策担当官 (以下この条において ｢担当官｣ という｡)を置く｡

2 担当官は､職務の級が4級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 担当官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)高年齢者等の雇用対策に関する事務についての所の関係職員に対する指導に関す

ること｡

(2)定年の引上げ､継続雇用制度の導入等による高年齢者等の雇用の安定に関する事



業主団体その他の関係者に対する指導及び援助に関すること｡

(3)募集及び採用時の理由提示について所の関係職員に対する指導に関すること｡

(4)シルバー人材センター連合等との連絡 ･調整等に関すること｡

(5)高年齢者等の雇用就業対策に関する資料その他の情報の収集､整理及び活用に関

すること｡

(6)高年齢者等の雇用就業対策に関する広報に関すること｡

4 この条に定めるもののほか､担当官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安定局

長が定める｡

(地方障害者雇用担当官)

第32条 障害者の雇用就業対策に関する業務の円滑かつ適正な運営を図るため､局に地

方障害者雇用担当官 (以下この条において ｢担当官｣という｡)を置く｡

2 担当官は､職務の級が4級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 担当官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務で専門的及び技術的な事項に

係るものを行う｡

(1)障害者の雇用対策に関する事務についての所の関係職員に対する指導に関するこ

と｡

(2)障害者の雇用就業対策に関する関係行政機関､関係団体等との連絡調整に関する

こと｡

(3)障害者の雇用就業対策に関する資料その他の情報の分析に関すること0

4 この条に定めるもののほか､担当官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安定局

長が定める｡

(需給調整指導官)

第33条 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関す

る法律 (昭和60年法律第88号｡以下 ｢労働者派遣法｣という｡第3章第4節の規定を

除く｡以下同じ｡)及び職業安定法 (政府以外の者が行う職業紹介､労働者の募集､労

働者供給事業に関することに限り､学校等の行う無料職業紹介事業に関することを除

く｡以下同じ｡)の適正な運用を図るため､局及び所に需給調整指導官を置く｡

2 局に置かれる需給調整指導官は職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が

任命する｡

3 主任需給調整指導官は､局に置かれる需給調整指導官のうち､職務の級が4級以上



であるものから､局長が任命する｡

4 局に置かれる需給調整指導官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)労働者派遣事業､職業紹介事業等についての事業主団体その他の関係者に対する

指導及び援助に関すること｡

(2)労働者派遣法及び職業安定法に係る申請書､届出書等関係書類の受付､審査等に

関すること｡

(3)労働者派遣法及び職業安定法に係る違法行為の取締りに関すること｡

(4)労働者派遣事業､職業紹介事業等の運営についての調査､分析及び検討に関する

こと｡

(5)労働者派遣法及び職業安定法の施行に関する業務についての所の関係職員に対す

る指導に関すること｡

(6)労働者派遣事業適正運営協力員の活用に関すること｡

(7)派遣労働者及び-の場所において行われる事業の仕事の一部を請け負う請負人が雇

用する労働者 (当該場所において業務に従事する労働者に限る｡)の雇用管理の改善

に関すること (建設労働者及び港湾労働者に係るものを除く｡)0

(8)前各号に掲げるもののほか､労働者派遣法及び職業安定法の施行に係る当該局に

おける事務で専門的な事項に係るものに関すること｡

5 主任需給調整指導官は､上司の命を受け､高度な専門的知識及び技術に基づいて前

項に定める事務に従事するほか､その担当する所掌に係る事務の関係部署との調整に

関する事務を行う｡

6 所に置かれる需給調整指導官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長

が任命する｡

7 前項の需給調整指導官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)労働者派遣法及び職業安定法に係る事業主その他の関係者に対する相談及び援助

に関すること｡

(2)派遣労働による就業を希望する求職者等に対する労働者派遣法の周知､その他労

働者に対する相談及び援助に関すること｡

(3)前各号に掲げるもののほか､労働者派遣法及び職業安定法の施行に係る当該所に

おける事務に関すること｡

8 この条に定めるもののほか､需給調整指導官に関し必要な事項は､地方課長及び職



業安定局長が定める｡

(地方雇用開発担当官)

第34条 地域雇用開発促進法の円滑な施行等を図るため､局に地方雇用開発担当官 (以

下この条において ｢担当官 ｣ という｡)を置く｡

2 担当官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 担当官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事項に関する事務を行う｡

(1)都道府県が地域雇用機会増大計画等を策定する際に必要な雇用情報の把捉及び提

供を行うこと｡

(2)当該局の管轄区域における産業及び雇用の動向並びに地域の振興に係る施策等の

調査に関すること｡

(3)地域雇用開発及び広域職業紹介活動に関し､関係市町村､関係行政機関､関係労

使団体､独立行政法人雇用 ･能力開発機構等との連絡調整に関すること｡

(4)地域雇用開発促進助成金の支給 (支給決定業務を除く｡)等地域雇用開発業務及び

広域職業紹介活動業務についての所の関係職員に対する指導に関すること｡

(5)前各号に掲げるもののほか､地域雇用開発促進法の施行に係る当該局における事

務に関すること｡

4 この条に定めるもののほか､担当官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安定局

長が定める｡

(外国人労働者専門官)

第35条 外国人労働者の適正な受入れ等を図るため､所に外国人労働者専門官 (以下こ

の条において ｢専門官｣ という｡)を置く｡

2 専門官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 専門官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)外国人労働者の受入れに関する政策等の事業主等-の周知及び啓発並びに外国人

の不法就労の防止に関する事業主等-の要請に関すること｡

(2)不法就労を是正するための必要な事業主等-の指導及び出入国管理行政機関-の

情報提供に関すること｡

(3)外国人求職者等に対する必要な相談､援助等に関すること｡

4 この条に定めるもののほか､専門官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安定局

長が定める｡



(介護労働専門官)

第36条 介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律 (平成4年法律第63号)及び看護

婦等人材確保の促進に関する法律 (平成4年法律第86号)に定める職業紹介等を行う

ため､所に介護労働専門官 (以下この条において ｢専門官｣ という｡)を置く｡

2 専門官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 専門官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)介護労働者の雇用管理の改善及び看護婦等の人材確保に関する事業主その他の関

係者に対する指導及び援助に関すること｡

(2)介護労働者又は看護婦等になろうとする求職者に対する職業指導､職業紹介その

他必要な指導及び援助に関すること｡

4 この条に定めるもののほカモ､専門官に関し必要な事項は地方課長及び職業安定局長

が定める｡

(雇用継続給付専門官)

第37条 雇用保険法に規定する雇用継続給付 (以下 ｢雇用継続給付｣ という｡)による労

働者の雇用の継続及び雇用継続給付の適正化を図るため､所に雇用継続給付専門官 (

以下この条において ｢専門官 ｣ という｡)を置く｡

2 専門官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 専門官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)高年齢者及び事業主に対する雇用継続給付による雇用の継続に係る相談及び指導

に関すること｡

(2)失業等給付及び公的年金の給付の調整に係る相談に関すること｡

(t3)詐欺その他不正の行為によって雇用継続給付を受け､又は受けようとした疑いの

ある者がある場合において､その者に詐欺その他不正の行為があるかどうかを調査

すること｡

(4)前号の場合のうち､その詐欺その他不正の行為に関し､その雇用継続給付が､そ

の者を雇用し､若しくは雇用していた事業主又は労働保険事務組合の虚偽の届出､

報告又は証明によって支給された疑いがあるときに､その届出､報告又は証明が虚

偽であるかどうかを調査すること｡

4 専門官は､その職務を行う場合において､雇用保険法第79条の規定により､所長の

命を受けて､雇用保険の被保険者又は受給資格者等を雇用し､若しくは雇用していた



事業主の事業所又は労働保険事務組合若しくは労働保険事務組合であった団体の事務

所に立ち入って､被保険者又は受給資格者の雇用関係及び賃金について､関係者に対

して質問し､又は帳簿書類を検査することができる｡

5 この条に定めるもののほか､専門官に関し必要な事項は､地方課長及び職業安定局

長が定める｡

(事業所給付監査官)

第38条 局における雇用保険法第4章に規定する雇用安定事業等に係る給付金 (以下 ｢

給付金｣ という｡)の給付の適正化を図るため､局に事業所給付監査官 (以下この条に

おいて ｢監査官｣という｡)を置く｡

2 監査官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､局長が任命する｡

3 監査官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)偽りその他不正の行為によって給付金の給付を受け､又は受けようとした疑いの

ある者がある場合において､その者に偽りその他不正の行為があるかどうかを調査

すること｡

(2)給付金の支給効果を評価し､その結果に基づき､給付金の給付を受けた者に対し

必要な指導を行うこと｡

(3)偽りその他不正の行為による給付金の受給の防止のための受給者その他の関係者

に対する啓発及び指導に関すること｡

(4)給付金の給付に係る不服について必要な事項を調査すること｡

4 監査官は､前項の事務を行うため､雇用保険法第79条の規定により､上司の命を受

けて､雇用保険の被保険者若しくは受給資格者等を雇用し､若しくは雇用していた事

業主の事業所又は労働保険事務組合若しくは労働保険事務組合であった団体の事務所

に立ち入って､関係者に対して質問し､又は帳簿書類を検査することができる｡

5 この条に定めるもののほか､監査官の職務に関し必要な事項は､地方課長及び職業

安定局長が定める｡

第5章 雇用均等関係

(地方機会均等指導官)

第39条 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保に関する業務の円滑かつ



適正な運営を図るため､局に地方機会均等指導官 (以下この条において ｢指導官｣と

いう｡)を置く｡

2 指導官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､大臣が任廃する｡

3 指導官は､上司の命を受けて､雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確

保に関する専門的及び技術的な事項に関する事務を行う｡

4 この条に定めるもののほか､指導官に関し必要な事項は地方課長及び厚生労働省雇

用均等 ･児童家庭局長 (以下 ｢雇用均等 ･児童家庭局長｣ という｡)が定める｡

(地方女性労働者福祉専門官)

第40条 女性労働者の福祉に関する業務 (雇用の分野における男女の均等な機会及び待

遇の確保に関する業務を除く｡)の円滑かつ適正な運営を図るため､局に地方女性労働

者福祉専門官 (以下この条において ｢専門官｣ という｡)を置く｡

2 専門官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､大臣が任命する｡

3 専門官は､上司の命を受けて､次の各号に掲げる事務を行う｡

(1)女性労働者の福祉に関する専門的及び技術的な事項 (雇用の分野における男女の

均等な機会及び待遇の確保に関する専門的及び技術的な事項を除く｡以下同じ｡)に

ついての調査及び企画に関すること｡

(2)女性労働者の福祉に関する専門的及び技術的な事項についての事業主､女性労働

者その他の関係者に対する助言､指導その他の援助に関すること0

4 この条に定めるもののほか､専門官に関し必要な事項は地方課長及び雇用均等 ･児

童家庭局長が定める｡

(地方育児 ･介護休業指導官)

第41条 育児休業､介護休業その他の育児又は家族介護を行う労働者の福祉の増進に関

する業務の円滑かつ適正な運営を図るため､局に地方育児 ･介護休業指導官 (以下こ

の条において ｢指導官｣ という｡)を置く｡

2 指導官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､大臣が任命する｡ .

3 指導官は､上司の命を受けて､育児休業､介護休業その他の育児又は家族介護を行

う労働者の福祉の増進に関する専門的及び技術的な事項に関する事務を行う｡

4 この条に定めるもののほか､指導官に関し必要な事項は地方課長及び雇用均等 ･児

童家庭局長が定める｡

(地方短時間労働指導官)



第42条 短時間労働者の雇用管理の改善等についての事業主等に対する啓発並びに短時

間雇用管理者の選任等についての指導及び援助に関する業務の円滑かつ適正な運営を

図るため､局に地方短時間労働指導官 (以下この条において ｢指導官｣という｡)を置

く｡

2 指導官は､職務の級が3級以上であるもののうちから､大臣が任命する｡

3 指導官は､上司の命を受けて､短時間労働者の雇用管理の改善等についての事業主

等に対する啓発に関する事務並びに短時間雇用管理者の選任等についての指導及び援

助に係る専門的及び技術的な事項に関する事務を行う｡

4 この条に定めるもののほか､指導官に関し必要な事項は､地方課長及び雇用均等 ･

児童家庭局長が定める｡



(別添 2)

都道府県労働 局等 にお ける専 門官職 の所掌事務等 に関す る準則新 旧対照表

(傍線の部分は改正部分)

改 正 後 現 行

(需給調整指導官) (需給調整指導官)

第33条 (第 1項から第 3項 略) 第33条 (第 1項から第 3項 略)

4 局に置かれる需給調整指導官は､上司 4 局に置かれる需給調整指導官は､上司

の命を受けて､次の各号に掲げる事務を の命を受けて､次の各号に掲げる事務を

行 うo 行 うo

(1)～ (6) (略) (1)～(6) (略)iLi前各音に掲げるもののほか､労働者

(7)派遣労働者及び-の場所において行わ

れる事業の仕事の一部を請け負 う請負

人が雇用する労働者 (当該場所におい

て業務に従事する労働者に限るo)の

働者及び港湾労働者に係 るものLを除 く

ふ

上弘 前各号に掲げるもののほか､労働者

派遣法及び職業安定法の施行に係 る当 派遣法及び職業安定法の施行に係 る当

該局における事務で専門的な事項に係 該局における事務で専門的な事項に係


